


居住者の日常生活における
第三者への賠償責任を包括で補償！
しかも示談交渉付き！

個人賠償責任補償特約（包括契約用）

住宅内はもちろん国内外において、以下のような事由により、居住者の方等が法律上の損害賠償責任を負う場合に、
1事故について保険金額を限度に保険金をお支払いする特約です。
・日常生活に起因する偶然な事故により、他人にケガ等をさせたり他人の財物を壊した場合
・居住用戸室の所有、使用または管理に起因する偶然な事故により、他人にケガ等をさせたり他人の財物を壊した場合
・電車等＊1を運行不能にさせた場合
・日本国内で受託した財物（受託品）＊2を壊したり盗まれた場合

（ただし、自動車事故による損害賠償責任事故や重大な過失以外の火災事故等を除きます。詳細は「ご契約のしおり（約款）」をご参照ください。）
＊1　汽車、電車、気動車、モノレール等の軌道上を走行する陸上の乗用具をいいます。
＊2　携帯電話、ノート型パソコン、自転車、コンタクトレンズ、眼鏡、1個または1組で100万円を超える物等は、受託品に含みません。

●支払限度額（保険金額）は国内外１億円、免責金額は０円です。
●国内での事故（訴訟も国内）であれば、示談交渉は原則として東京海上日動が
行いますので、居住者間のトラブル軽減にもお役立ていただけます。
●居住者名の特定が不要な上、居住者が変更した場合も通知・手続きは不要です。
一般的には居住者ごとに保険手続きを行いますが、本制度では戸室数をご申告いただくだけで全居住者について包括的
に補償されます。

※1　被保険者（補償を受けられる方）の範囲は以下①～⑥の通りとし、居住者名を特定する必要はありません。（詳細については、「住ま
いの保険　ご契約のしおり（約款）」をご確認ください。）
① 居住用戸室に居住している者（以下①）、② ①の配偶者（※2）、③ ①またはその配偶者（※2）の別居の未婚の子、④ 居住用戸室を
所有または管理している者で、居住用戸室に居住していない者（日常生活に起因する偶然な事故は補償対象外となります。）、⑤ 居
住用戸室に居住している者が未成年者または責任無能力者である場合は、その者の親権者、その他の法定の監督義務者および監督義
務者に代わって居住用戸室に居住している者を監督する者。（居住用戸室に居住している者の親族に限ります。） ⑥ ②から④までのい
ずれかに該当する者が責任無能力者である場合は、その者の親権者、その他の法定の監督義務者および監督義務者に代わって責任無
能力者を監督する者。(責任無能力者の親族に限ります。)

※2　婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者および戸籍上の性別が同一であるが婚姻関係と異ならない程度
の実質を備える状態にある者を含みます。（婚約とは異なります。）

階下に水漏れ
してしまった

他の居住者
の物を壊し
てしまった

借りている家財
を壊したり盗ま
れてしまった

誤って線路に立ち
入る等して電車等
を止めてしまった

集団扱火災保険＋個人賠償責任補償特約5

集団扱火災保険＋個人賠償責任補償特約（包括契約用）とは、居住者の日常生活における賠償
事故を補償する特約をセットした火災保険です。
居住者の日常生活における第三者への賠償リスクへの備えとして、居住者に火災保険への加入
を義務付けていない事業者様は、是非ご検討ください。

（包括契約用）（トータルアシスト住まいの保険）

集団扱とは

ご契約者の対象（範囲）

保険料の払込方法

口座振替不能が発生した場合

一般社団法人 高齢者住宅協会が保険会社と保険料集金契約を結び、保険料を集金し、まとめて払い込む
ため、保険料が割安となる制度です。

一般社団法人 高齢者住宅協会の会員事業者の皆様

保険始期月の翌々月２７日（休業日の場合は翌営業日）に、収納代行会社「明治安田システム・テクノロジー
㈱（ＭＢＳ）」がご契約者様の指定口座から保険料の振替をさせていただきます。ご契約時に専用の「預金口
座振替依頼書」をご提出いただきます。

残高不足等により２か月続けて口座振替不能が発生した場合等には、残りの保険料を一括して払込みいただ
くことがありますので、あらかじめご了承ください。

集団扱でのご契約条件・ご注意点

保険料例

【トータルアシスト住まいの保険の保険料例 ＜ご契約条件＞ （２０21年5月１日現在）】
●保険期間：１年間●払込方法：集団扱（口座振替）●払込回数：一時払●物件所在地：東京都 ●物件種別：併用住宅物件●職作業：事務所等（Ｋ００５）
●収容する建物構造、級別：コンクリート造、Ｍ構造●建物区分：共同住宅●補償内容：設備・什器支払限度額（保険金額）１００万円（高額貴金属等支払
限度額１００万円、破損等支払限度額３０万円、免責金額５千円、火災リスク、風災リスク、水災リスク、盗難・水濡れ等リスク、破損等リスクを補償●特約：
個人賠償責任包括（国内外１億円、免責金額０円、対象戸室数５０戸）

●集団扱分割払は一般契約と異なり、分割割増がかからないので約５％割安となります。
●集団扱一時払は一般契約一時払に比べて５％割安です。約５％割安となるのは、保険期間が１年の場合に限ります。

集団扱契約は一般契約に比べ約５％割安です！！

107,140円
①＋②合計

年間

①居住者の賠償責任補償

年間 104,980円
（１戸室あたり約2,100円）

②所有する設備・什器に対する補償

年間 2,160円＋ ＝

運営事業者が所有する共用家具・
備品（設備・什器）に対する様々な補償！

基本補償

「建物」のみを対象とした火災保険では「共用家具・備品（設備・什器）」は補償されません。

会員の皆様が所有される共用家具・備品（設備・什器）に対する「火災」「落雷」「破裂・爆発」等の『火災
リスク』はもちろんのこと、「風災・ひょう災・雪災」や「水災」といった『自然災害リスク』や、「建物の外
部からの物体の落下・飛来・衝突等」「盗難による盗取」「破損事故等」の『日常災害リスク』に至るまで、
「サービス付き高齢者向け住宅」を取り巻く様々な事故による損害を補償することが可能です。

支払限度額（保険金額）は、1口１００万円として１口以上９９口以下のご希望に応じた口数（ １口は
100万円、１０口の場合は１,０００万円）で設定いただき、万一の事故の際には再取得価額（同等の物
を再取得するのに必要な金額）でお支払いします。高額貴金属等（※）は１００万円を限度に自動補償し
ます。
※高額貴金属等とは「貴金属、宝玉および宝石ならびに書画、骨とう、彫刻物その他の美術品で1個または１組の再取得価額が30万円を
超えるもの」をいいます。高額貴金属等の再取得価額とは、損害が生じた地および時におけるその保険の対象と同等と 認められる物の
市場流通価額をいいます。

おすすめ
します！

個人賠償責任補償特約のみのご契約はできません。
必ず基本補償と共にお申込みいただきますようお願いします。

お見積りのご用命は取扱募集代理店までご連絡ください。
（P24の見積依頼書はご利用いただけません。）

※集団扱の対象となる方の範囲、詳細やご不明な点等については、取扱募集代理店までお問い合わせください。
※「集団扱火災保険＋個人賠償責任補償特約（包括契約用）」のご契約にあたっては、必ず「重要事項説明書」をよくお読みください。

例えば…
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居住者の日常生活における
第三者への賠償責任を包括で補償！
しかも示談交渉付き！

個人賠償責任補償特約（包括契約用）

住宅内はもちろん国内外において、以下のような事由により、居住者の方等が法律上の損害賠償責任を負う場合に、
1事故について保険金額を限度に保険金をお支払いする特約です。
・日常生活に起因する偶然な事故により、他人にケガ等をさせたり他人の財物を壊した場合
・居住用戸室の所有、使用または管理に起因する偶然な事故により、他人にケガ等をさせたり他人の財物を壊した場合
・電車等＊1を運行不能にさせた場合
・日本国内で受託した財物（受託品）＊2を壊したり盗まれた場合

（ただし、自動車事故による損害賠償責任事故や重大な過失以外の火災事故等を除きます。詳細は「ご契約のしおり（約款）」をご参照ください。）
＊1　汽車、電車、気動車、モノレール等の軌道上を走行する陸上の乗用具をいいます。
＊2　携帯電話、ノート型パソコン、自転車、コンタクトレンズ、眼鏡、1個または1組で100万円を超える物等は、受託品に含みません。

●支払限度額（保険金額）は国内外１億円、免責金額は０円です。
●国内での事故（訴訟も国内）であれば、示談交渉は原則として東京海上日動が
行いますので、居住者間のトラブル軽減にもお役立ていただけます。
●居住者名の特定が不要な上、居住者が変更した場合も通知・手続きは不要です。
一般的には居住者ごとに保険手続きを行いますが、本制度では戸室数をご申告いただくだけで全居住者について包括的
に補償されます。

※1　被保険者（補償を受けられる方）の範囲は以下①～⑥の通りとし、居住者名を特定する必要はありません。（詳細については、「住ま
いの保険　ご契約のしおり（約款）」をご確認ください。）
① 居住用戸室に居住している者（以下①）、② ①の配偶者（※2）、③ ①またはその配偶者（※2）の別居の未婚の子、④ 居住用戸室を
所有または管理している者で、居住用戸室に居住していない者（日常生活に起因する偶然な事故は補償対象外となります。）、⑤ 居
住用戸室に居住している者が未成年者または責任無能力者である場合は、その者の親権者、その他の法定の監督義務者および監督義
務者に代わって居住用戸室に居住している者を監督する者。（居住用戸室に居住している者の親族に限ります。） ⑥ ②から④までのい
ずれかに該当する者が責任無能力者である場合は、その者の親権者、その他の法定の監督義務者および監督義務者に代わって責任無
能力者を監督する者。(責任無能力者の親族に限ります。)

※2　婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者および戸籍上の性別が同一であるが婚姻関係と異ならない程度
の実質を備える状態にある者を含みます。（婚約とは異なります。）

階下に水漏れ
してしまった

他の居住者
の物を壊し
てしまった

借りている家財
を壊したり盗ま
れてしまった

誤って線路に立ち
入る等して電車等
を止めてしまった

集団扱火災保険＋個人賠償責任補償特約5

集団扱火災保険＋個人賠償責任補償特約（包括契約用）とは、居住者の日常生活における賠償
事故を補償する特約をセットした火災保険です。
居住者の日常生活における第三者への賠償リスクへの備えとして、居住者に火災保険への加入
を義務付けていない事業者様は、是非ご検討ください。

（包括契約用）（トータルアシスト住まいの保険）

集団扱とは

ご契約者の対象（範囲）

保険料の払込方法

口座振替不能が発生した場合

一般社団法人 高齢者住宅協会が保険会社と保険料集金契約を結び、保険料を集金し、まとめて払い込む
ため、保険料が割安となる制度です。

一般社団法人 高齢者住宅協会の会員事業者の皆様

保険始期月の翌々月２７日（休業日の場合は翌営業日）に、収納代行会社「明治安田システム・テクノロジー
㈱（ＭＢＳ）」がご契約者様の指定口座から保険料の振替をさせていただきます。ご契約時に専用の「預金口
座振替依頼書」をご提出いただきます。

残高不足等により２か月続けて口座振替不能が発生した場合等には、残りの保険料を一括して払込みいただ
くことがありますので、あらかじめご了承ください。

集団扱でのご契約条件・ご注意点

保険料例

【トータルアシスト住まいの保険の保険料例 ＜ご契約条件＞ （２０21年5月１日現在）】
●保険期間：１年間●払込方法：集団扱（口座振替）●払込回数：一時払●物件所在地：東京都 ●物件種別：併用住宅物件●職作業：事務所等（Ｋ００５）
●収容する建物構造、級別：コンクリート造、Ｍ構造●建物区分：共同住宅●補償内容：設備・什器支払限度額（保険金額）１００万円（高額貴金属等支払
限度額１００万円、破損等支払限度額３０万円、免責金額５千円、火災リスク、風災リスク、水災リスク、盗難・水濡れ等リスク、破損等リスクを補償●特約：
個人賠償責任包括（国内外１億円、免責金額０円、対象戸室数５０戸）

●集団扱分割払は一般契約と異なり、分割割増がかからないので約５％割安となります。
●集団扱一時払は一般契約一時払に比べて５％割安です。約５％割安となるのは、保険期間が１年の場合に限ります。

集団扱契約は一般契約に比べ約５％割安です！！

107,140円
①＋②合計

年間

①居住者の賠償責任補償

年間 104,980円
（１戸室あたり約2,100円）

②所有する設備・什器に対する補償

年間 2,160円＋ ＝

運営事業者が所有する共用家具・
備品（設備・什器）に対する様々な補償！

基本補償

「建物」のみを対象とした火災保険では「共用家具・備品（設備・什器）」は補償されません。

会員の皆様が所有される共用家具・備品（設備・什器）に対する「火災」「落雷」「破裂・爆発」等の『火災
リスク』はもちろんのこと、「風災・ひょう災・雪災」や「水災」といった『自然災害リスク』や、「建物の外
部からの物体の落下・飛来・衝突等」「盗難による盗取」「破損事故等」の『日常災害リスク』に至るまで、
「サービス付き高齢者向け住宅」を取り巻く様々な事故による損害を補償することが可能です。

支払限度額（保険金額）は、1口１００万円として１口以上９９口以下のご希望に応じた口数（ １口は
100万円、１０口の場合は１,０００万円）で設定いただき、万一の事故の際には再取得価額（同等の物
を再取得するのに必要な金額）でお支払いします。高額貴金属等（※）は１００万円を限度に自動補償し
ます。
※高額貴金属等とは「貴金属、宝玉および宝石ならびに書画、骨とう、彫刻物その他の美術品で1個または１組の再取得価額が30万円を
超えるもの」をいいます。高額貴金属等の再取得価額とは、損害が生じた地および時におけるその保険の対象と同等と 認められる物の
市場流通価額をいいます。

おすすめ
します！

個人賠償責任補償特約のみのご契約はできません。
必ず基本補償と共にお申込みいただきますようお願いします。

お見積りのご用命は取扱募集代理店までご連絡ください。
（P24の見積依頼書はご利用いただけません。）

※集団扱の対象となる方の範囲、詳細やご不明な点等については、取扱募集代理店までお問い合わせください。
※「集団扱火災保険＋個人賠償責任補償特約（包括契約用）」のご契約にあたっては、必ず「重要事項説明書」をよくお読みください。

例えば…
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運営事業者の賠償リスク  ご加入方法

もし事故が起きたときは
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生したことを知った
ときは、遅滞なく、事故発生の日時・場所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事
項について、事故報告書に記入の上で担当代理店または保険会社にご連絡ください（事故報告書は本パンフレット
25ページにあります）。
ご連絡が遅れた場合には、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。
保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意ください。

見積依頼
P24（更新の場合は同封）の見積依頼書に必要事項をご記入の上、（株）東京海上日動パートナーズ
TOKIO新宿支社または、取扱代理店までFAXください。FAX受信後、速やかに見積書を作成して加入
依頼書とともにご案内いたします。

1

見積内容の詳細説明
各制度の内容・保険料につきまして、ご不明な点は担当代理店にてご説明いたします。

2

加入者票の送付
加入依頼書の到着と保険料のお振込が確認出来次第、加入者票をお送りいたします。加入者票が届く
までの間、パンフレット等に加入内容を記録し保管してください。
補償開始日より１ヶ月がたっても加入者票が送付されない場合は、東京海上日動パートナーズTOKIO
新宿支社または東京海上日動へご連絡ください。
加入者票が届きましたら、加入内容が正しいかご確認くださいますようお願いします。

4

加入手続
加入依頼書に必要事項を記載・捺印の上、オプション①、オプション②、オプション③に加入される場合
には、売上高を確認できる客観的資料または公表資料（決算書、会社案内等のディスクロージャー資料
等）と一緒に、同封の返信用封筒にて代理店までご送付ください。該当資料がない場合は、加入依頼書
と同時に配布しております「保険料算出基礎数字申告書」をご提出ください。
また、保険料は、後日発行するご請求書記載の口座へ６月11日（金）までに（中途加入の
場合は、補償開始日（中途加入日）の前月20日までに）お振込ください。

3

●管理下財物である貨紙幣の紛失・盗取・詐取の事故についてはただちに所轄警察署に届けるとともにその貨紙幣の発見、回収につ
とめてください。正当な理由なくこれらの義務を怠った場合は保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。
●保険期間中に人格権侵害事故または経済的事故について損害賠償請求がなされるおそれがある原因または事由の発生を知り、
保険会社に書面により通知をいただいた場合、その原因または事由に起因する請求が保険期間終了後に被保険者に対してなされ
たときは、その請求は保険期間の末日になされたものとみなします。ただし保険契約が保険期間の末日までに失効または解除さ
れた場合には適用されません。

サービス付き高齢者向け住宅賠償責任保険　見積依頼書
株式会社 東京海上日動パートナーズTOKIO新宿支社　行

FAX:03-3375-8470
内をご記入の上、上記までＦＡＸいただきますようお願いします。

見積依頼日1
20 年 月 日 20（中途加入の場合のみ 付加入を希望）年 月 日

住所

会社名

ご担当者 高住協会員番号
M

（m）

部署名

氏名

〒 ー

見積依頼者2
（フリガナ）

（フリガナ） TEL ー　　　　　　ー

FAX ー　　　　　　ー

お見積りを希望される補償の保険料算出基礎数字3

＜コピーしてご利用ください＞

オプション②の介護サービス事業者賠償責任保険にご加入いただいた場合

または

〈代理店使用欄〉
「専用送付状」を添付し、東京海上日動パートナーズTOKIO新宿支社へFAX

行

FAX:

当社はお客様からいただいた見積依頼書記載の個人情報を東京海上日動火災保険より保険業務の委託を受けて行う損害保険およびこれに付帯・関連するサービスの提供等に利用
させていただくことがあります。

（サービス付き高齢者向け住宅賠償責任保険／生産物賠償責任保険／介護サービス事業者賠償責任保険／個人情報漏えい保険）

入居者の賠償リスク、運営事業者の財物リスク（P21,22）については、
取扱募集代理店までご連絡ください。

希望される補償に　 し、太枠内へご記入ください。（オプションのみのご加入はいただけません。）
※オプション①②③の売上高は千円未満を四捨五入し、千円単位でご記入いただきますようお願いいたします。

※延床面積は小数第一位を四捨五入してください。　※行が足りない場合には、適宜コピーの上でご利用ください。

1
2
3
4
5

㎡
㎡
㎡
㎡
㎡

施設名 建物の延床面積 物件所在地（住所）

サービス付き高齢者向け住宅賠償責任保険（基本補償）
建物ごとに施設名・延床面積・物件所在地をご記入ください。

施設内で調理・加熱を行い提供する場合
施設外で調理・製造した弁当・仕出し等を提供する場合
食事の調理・製造を外部に委託しており、販売リスクのみの場合

千円
千円
千円

食事の提供方法 最近事業年度の売上高（千円）
1
2
3

生産物賠償責任保険（オプション①）
食事の提供に伴う最近事業年度の年間売上高について、利用者への提供方法ごとにご記入ください。(建物ごとではなく、貴社全体での実績をご記入ください。)

社会福祉・介護事業（老人介護サービス業・社会福祉施設等）
不動産業（不動産取引業、不動産賃貸業・管理業等）

千円
千円

業務内容 最近事業年度の売上高（千円）
1
2

※本団体制度での対象事業種類は以下２つに限らせていただきます。それ以外の事業種類の場合は別途ご案内いたしますので、取扱募集代理店までお問い合わせください。

個人情報漏えい保険（オプション③）
最近事業年度の年間売上高について、業務内容ごとにご記入ください。（建物ごとではなく、貴社全体での実績をご記入ください。）

施設業務
訪問介護その他の業務
訪問看護業務

千円
千円
千円

業務内容 最近事業年度の売上高（千円）
1
2
3

居宅介護支援業務
福祉用具販売・レンタル

住宅改修

千円
千円
千円

業務内容 最近事業年度の売上高（千円）
4
5
6

介護サービス事業者賠償責任保険（オプション②）

居宅介護事業に係る最近事業年度の年間売上高について、業務内容ごとにご記入ください。（建物ごとではなく、貴社全体での実績をご記入ください。）
特定感染症対応特約付帯（追加する場合は  　してください）
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運営事業者の賠償リスク  ご加入方法

もし事故が起きたときは
ご契約者または被保険者が、保険事故または保険事故の原因となりうる偶然な事故または事由が発生したことを知った
ときは、遅滞なく、事故発生の日時・場所、被害者の住所・氏名、事故状況、受けた損害賠償請求の内容その他の必要事
項について、事故報告書に記入の上で担当代理店または保険会社にご連絡ください（事故報告書は本パンフレット
25ページにあります）。
ご連絡が遅れた場合には、保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。
保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意ください。

見積依頼
P24（更新の場合は同封）の見積依頼書に必要事項をご記入の上、（株）東京海上日動パートナーズ
TOKIO新宿支社または、取扱代理店までFAXください。FAX受信後、速やかに見積書を作成して加入
依頼書とともにご案内いたします。

1

見積内容の詳細説明
各制度の内容・保険料につきまして、ご不明な点は担当代理店にてご説明いたします。

2

加入者票の送付
加入依頼書の到着と保険料のお振込が確認出来次第、加入者票をお送りいたします。加入者票が届く
までの間、パンフレット等に加入内容を記録し保管してください。
補償開始日より１ヶ月がたっても加入者票が送付されない場合は、東京海上日動パートナーズTOKIO
新宿支社または東京海上日動へご連絡ください。
加入者票が届きましたら、加入内容が正しいかご確認くださいますようお願いします。

4

加入手続
加入依頼書に必要事項を記載・捺印の上、オプション①、オプション②、オプション③に加入される場合
には、売上高を確認できる客観的資料または公表資料（決算書、会社案内等のディスクロージャー資料
等）と一緒に、同封の返信用封筒にて代理店までご送付ください。該当資料がない場合は、加入依頼書
と同時に配布しております「保険料算出基礎数字申告書」をご提出ください。
また、保険料は、後日発行するご請求書記載の口座へ６月11日（金）までに（中途加入の
場合は、補償開始日（中途加入日）の前月20日までに）お振込ください。

3

●管理下財物である貨紙幣の紛失・盗取・詐取の事故についてはただちに所轄警察署に届けるとともにその貨紙幣の発見、回収につ
とめてください。正当な理由なくこれらの義務を怠った場合は保険金を減額してお支払いすることがありますのでご注意ください。
●保険期間中に人格権侵害事故または経済的事故について損害賠償請求がなされるおそれがある原因または事由の発生を知り、
保険会社に書面により通知をいただいた場合、その原因または事由に起因する請求が保険期間終了後に被保険者に対してなされ
たときは、その請求は保険期間の末日になされたものとみなします。ただし保険契約が保険期間の末日までに失効または解除さ
れた場合には適用されません。

サービス付き高齢者向け住宅賠償責任保険　見積依頼書
株式会社 東京海上日動パートナーズTOKIO新宿支社　行

FAX:03-3375-8470
内をご記入の上、上記までＦＡＸいただきますようお願いします。

見積依頼日1
20 年 月 日 20（中途加入の場合のみ 付加入を希望）年 月 日

住所

会社名

ご担当者 高住協会員番号
M

（m）

部署名

氏名

〒 ー

見積依頼者2
（フリガナ）

（フリガナ） TEL ー　　　　　　ー

FAX ー　　　　　　ー

お見積りを希望される補償の保険料算出基礎数字3

＜コピーしてご利用ください＞

オプション②の介護サービス事業者賠償責任保険にご加入いただいた場合

または

〈代理店使用欄〉
「専用送付状」を添付し、東京海上日動パートナーズTOKIO新宿支社へFAX

行

FAX:

当社はお客様からいただいた見積依頼書記載の個人情報を東京海上日動火災保険より保険業務の委託を受けて行う損害保険およびこれに付帯・関連するサービスの提供等に利用
させていただくことがあります。

（サービス付き高齢者向け住宅賠償責任保険／生産物賠償責任保険／介護サービス事業者賠償責任保険／個人情報漏えい保険）

入居者の賠償リスク、運営事業者の財物リスク（P21,22）については、
取扱募集代理店までご連絡ください。

希望される補償に　 し、太枠内へご記入ください。（オプションのみのご加入はいただけません。）
※オプション①②③の売上高は千円未満を四捨五入し、千円単位でご記入いただきますようお願いいたします。

※延床面積は小数第一位を四捨五入してください。　※行が足りない場合には、適宜コピーの上でご利用ください。

1
2
3
4
5

㎡
㎡
㎡
㎡
㎡

施設名 建物の延床面積 物件所在地（住所）

サービス付き高齢者向け住宅賠償責任保険（基本補償）
建物ごとに施設名・延床面積・物件所在地をご記入ください。

施設内で調理・加熱を行い提供する場合
施設外で調理・製造した弁当・仕出し等を提供する場合
食事の調理・製造を外部に委託しており、販売リスクのみの場合

千円
千円
千円

食事の提供方法 最近事業年度の売上高（千円）
1
2
3

生産物賠償責任保険（オプション①）
食事の提供に伴う最近事業年度の年間売上高について、利用者への提供方法ごとにご記入ください。(建物ごとではなく、貴社全体での実績をご記入ください。)

社会福祉・介護事業（老人介護サービス業・社会福祉施設等）
不動産業（不動産取引業、不動産賃貸業・管理業等）

千円
千円

業務内容 最近事業年度の売上高（千円）
1
2

※本団体制度での対象事業種類は以下２つに限らせていただきます。それ以外の事業種類の場合は別途ご案内いたしますので、取扱募集代理店までお問い合わせください。

個人情報漏えい保険（オプション③）
最近事業年度の年間売上高について、業務内容ごとにご記入ください。（建物ごとではなく、貴社全体での実績をご記入ください。）

施設業務
訪問介護その他の業務
訪問看護業務

千円
千円
千円

業務内容 最近事業年度の売上高（千円）
1
2
3

居宅介護支援業務
福祉用具販売・レンタル

住宅改修

千円
千円
千円

業務内容 最近事業年度の売上高（千円）
4
5
6

介護サービス事業者賠償責任保険（オプション②）

居宅介護事業に係る最近事業年度の年間売上高について、業務内容ごとにご記入ください。（建物ごとではなく、貴社全体での実績をご記入ください。）
特定感染症対応特約付帯（追加する場合は  　してください）

24



加入者情報1

事故内容2

サービス付き高齢者向け住宅賠償責任保険　事故報告書
＜コピーしてご利用ください＞

住所

会社名

該当契約

事故報告日 年　　　　　月　　　　　日

ご担当者
部署名

氏名

〒 ー
（フリガナ）

（フリガナ）
TEL ー　　　　　　ー

FAX ー　　　　　　ー

事故
発生場所

事故状況

その他

被害内容

対人

被害者 年齢 職業 負傷部位　程度 病院　連絡先TEL　担当者

対物

被害物（所有者） 購入時期 購入価額 損害見込額 修理先　連絡先TEL　担当者

都 道
府 県

市 区
郡

町
村

事故発生日 年　　　　　月　　　　　日

＜補償の重複に関するご注意＞
補償内容が同様の保険契約（特約や引受保険会社以外の保険契約を
含みます。）が他にある場合は、補償が重複することがあります。補償
が重複すると、対象となる事故について、どちらのご契約からでも補
償されますが、いずれか一方のご契約からは保険金が支払われない
場合があります。補償内容の差異や支払限度額や保険金額をご確認
のうえ、ご契約の要否をご検討ください。

＜代理店の業務＞
代理店は、保険会社との委託契約に基づき、保険契約の締結・契約の管
理業務等の代理業務を行っております。したがいまして、代理店と有効
に締結されたご契約は、保険会社と直接締結されたものとなります。

＜保険会社破綻時の取扱い＞
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支
払いが一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。
なお、引受保険会社の経営が破綻し、ご契約者が個人、「小規模法人」
（破綻時に常時使用する従業員等の数が20人以下の日本法人、外国法
人（＊））またはマンション管理組合である場合には、この保険は「損害保
険契約者保護機構」の補償対象となり、保険金、返れい金等は原則とし
て80％（破綻保険会社の支払停止から3か月間が経過するまでに発
生した保険事故に係る保険金については100％）まで補償されます。
（※）保険契約者が個人等以外のものである保険契約であっても、そ

の被保険者である個人等がその保険料を実質的に負担すべきこ
ととされているもののうち、その被保険者に係る部分については、
上記補償の対象となります。

（＊）外国法人については、日本における営業所等が締結した契約に限
ります。

　このご案内書は、施設賠償責任保険、生産物賠償責任保険、介護サー
ビス事業者賠償責任保険、個人情報漏えい保険およびこれらに付帯する
特約条項の概要をご紹介したものです。施設賠償責任保険、生産物賠償
責任保険、介護サービス事業者賠償責任保険、個人情報漏えい保険に関
するすべての事項を記載しているものではありません。詳細につきまし
ては、保険会社よりご契約者である団体の代表者にお渡ししてあります
保険約款および付帯される特約条項をご確認ください。保険約款等内
容の確認をご希望される場合には、団体までご請求ください。また、保険
金のお支払条件・ご契約手続き、その他、ご不明な点がありましたら、ご
遠慮なく代理店または保険会社までお問い合わせください。
　この保険は一般社団法人 高齢者住宅協会を保険契約者とし同協会の
サービス付き高齢者向け住宅運営事業者部会会員を記名被保険者とする
施設賠償責任保険、生産物賠償責任保険、介護サービス事業者賠償責任
保険、個人情報漏えい保険の団体契約です。保険証券を請求する権利、保
険契約を解約する権利等は一般社団法人 高齢者住宅協会が有します。
　なお、パンフレットにはご契約上の大切なことがらが記載されています
ので、ご一読の上、加入者証とともに保険期間の終了時まで保管してご
利用ください。ご加入を申し込まれる方と被保険者が異なる場合は、こ
のパンフレットの内容を被保険者にご説明いただきますようお願い申し
上げます。

＜示談交渉サービスは行いません（集団扱火災保険+個人
賠償責任補償特約（包括契約用）以外）＞
この保険には、保険会社が被保険者に代わって被害者の方との示談交
渉を行う「示談交渉サービス」はございません。事故が発生した場合
には、保険会社の担当部署からの助言に基づき、被保険者ご自身に被
害者との示談交渉を進めていただくことになりますので、あらかじめご
承知置きください。
なお、保険会社の承認を得ないで被保険者側で示談締結をされた場合
には、示談金額の全部または一部を保険金としてお支払いできない場
合がございますのでご注意ください。

＜保険金請求の際のご注意＞
責任保険において、被保険者に対して損害賠償請求権を有する保険事
故の被害者は、被保険者が引受保険会社に対して有する保険金請求権

（費用保険金に関するものを除きます。）について、先取特権を有しま
す（保険法第22条第１項）。「先取特権」とは、被害者が保険金給付か
ら他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利をいいます。
被保険者は、被害者に弁済をした金額または被害者の承諾を得た金額
の限度においてのみ、引受保険会社に対して保険金を請求することが
出来ます（保険法第22条第２項）。このため、引受保険会社が保険金
をお支払いできるのは、費用保険金を除き、次の①から③までの場合
に限られますので、ご了解ください。
①被保険者が被害者に対してすでに損害賠償としての弁済を行ってい
る場合
②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認できる場合
③被保険者の指図に基づき、引受保険会社から被害者に対して直接、
保険金を支払う場合

＜告知義務＞
加入依頼書等に★または☆が付された事項は、ご加入に関する重要
な事項(告知事項)です。ご加入時に告知事項について正確にお答え
いただく義務があります。お答えいただいた内容が事実と異なる場
合や告知事項について事実を記載しない場合は、ご契約を解除し、保
険金をお支払いできないことがあります。
＊代理店には、告知受領権があります。

＜通知義務＞
■サービス付き高齢者向け住宅賠償責任保険（施設賠償責任保険）、
生産物賠償責任保険、個人情報漏えい保険
ご加入後に加入依頼書等に☆が付された事項(通知事項)に内容の変
更が生じた場合は、遅滞なくご加入の代理店または保険会社にご連
絡いただく義務があります。ご連絡がない場合は、ご契約を解除し、
保険金をお支払いできないことがあります。

■介護サービス事業者賠償責任保険
ご加入後に加入依頼依頼書等に☆が付された事項（通知事項）に内
容の変更が生じることが判明した場合は、すみやかにご加入の代理
店または保険会社にご連絡いただく義務があります。ご連絡がない
場合は、保険金をお支払いできないことがあります。また、変更の内
容によってご契約を解除することがあります。

通知義務の対象ではありませんが、ご加入者の住所等を変更した場合
にもご加入の代理店または保険会社にご連絡ください。

＜重大事由による解除について＞
　以下に該当する事由がある場合には、引受保険会社はご加入を解除
することができます。この場合には、全部または一部の保険金をお支払
いできないことがありますので、ご注意ください。
○ご契約者、被保険者等が引受保険会社にこの保険契約に基づく保険
金を支払わせることを目的として損害等を生じさせた場合
○ご契約者、被保険者等が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該
当すると認められた場合
○この保険契約に基づく保険金の請求に関し、被保険者等に詐欺の行
為があった場合

等

＜他の保険契約等がある場合＞
この保険契約と重複する保険契約や共済契約が他にある場合は、次の
とおり保険金をお支払いします。
○他の保険契約等で保険金や共済金が支払われていない場合：
他の保険契約等とは関係なく、この保険契約のご加入内容に基づき
保険金をお支払します。
○他の保険契約等で保険金や共済金が支払われている場合：
損害額から既に他の保険契約等で支払われた保険金や共済金を差し
引いた残額に対し、この保険契約のご加入内容に基づき保険金をお支
払いします。

ご加入の際のご注意

ご注意いただきたいこと

または

本店損害サービス第一部　火災新種損害サービス室へＦＡＸ （ＦＡＸ：０３－３５１５－７５０４） ＜代理店情報欄＞を記入〈代理店使用欄〉 

株式会社 東京海上日動パートナーズTOKIO新宿支社　行

FAX:03-3375-8470
行

FAX:

＜代理店情報欄＞
代理店名

営・代コード

担当者名

電話番号─

契約者名 一般社団法人 高齢者住宅協会 公務1部1課（1319）主管店

一般社団法人 日本損害保険協会 そんぽADRセンター（指定紛争解決機関）
東京海上日動火災保険（株）は、保険業法に基づく金融庁長官の指定
を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人日本損害保険協会と
手続実施基本契約を締結しています。
東京海上日動火災保険（株）との間で問題を解決できない場合には、
同協会に解決の申し立てを行うことができます。

IP電話からは03-4332-5241をご利用ください。
受付時間：  平日  午前９時１５分～午後５時
（土・日・祝日・年末年始はお休みとさせていただきます。）詳しくは、同協会のホームページをご確認ください。（https://www.sonpo.or.jp/）

基本補償
（サービス付高齢者向け
住宅賠償責任保険）

生産物賠償
責任保険

介護サービス事業者
賠償責任保険 個人情報漏えい保険

0570-022808〈通話料有料〉
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加入者情報1

事故内容2

サービス付き高齢者向け住宅賠償責任保険　事故報告書
＜コピーしてご利用ください＞

住所

会社名

該当契約

事故報告日 年　　　　　月　　　　　日

ご担当者
部署名

氏名

〒 ー
（フリガナ）

（フリガナ）
TEL ー　　　　　　ー

FAX ー　　　　　　ー

事故
発生場所

事故状況

その他

被害内容

対人

被害者 年齢 職業 負傷部位　程度 病院　連絡先TEL　担当者

対物

被害物（所有者） 購入時期 購入価額 損害見込額 修理先　連絡先TEL　担当者

都 道
府 県

市 区
郡

町
村

事故発生日 年　　　　　月　　　　　日

＜補償の重複に関するご注意＞
補償内容が同様の保険契約（特約や引受保険会社以外の保険契約を
含みます。）が他にある場合は、補償が重複することがあります。補償
が重複すると、対象となる事故について、どちらのご契約からでも補
償されますが、いずれか一方のご契約からは保険金が支払われない
場合があります。補償内容の差異や支払限度額や保険金額をご確認
のうえ、ご契約の要否をご検討ください。

＜代理店の業務＞
代理店は、保険会社との委託契約に基づき、保険契約の締結・契約の管
理業務等の代理業務を行っております。したがいまして、代理店と有効
に締結されたご契約は、保険会社と直接締結されたものとなります。

＜保険会社破綻時の取扱い＞
引受保険会社の経営が破綻した場合等には、保険金、返れい金等の支
払いが一定期間凍結されたり、金額が削減されることがあります。
なお、引受保険会社の経営が破綻し、ご契約者が個人、「小規模法人」
（破綻時に常時使用する従業員等の数が20人以下の日本法人、外国法
人（＊））またはマンション管理組合である場合には、この保険は「損害保
険契約者保護機構」の補償対象となり、保険金、返れい金等は原則とし
て80％（破綻保険会社の支払停止から3か月間が経過するまでに発
生した保険事故に係る保険金については100％）まで補償されます。
（※）保険契約者が個人等以外のものである保険契約であっても、そ

の被保険者である個人等がその保険料を実質的に負担すべきこ
ととされているもののうち、その被保険者に係る部分については、
上記補償の対象となります。

（＊）外国法人については、日本における営業所等が締結した契約に限
ります。

　このご案内書は、施設賠償責任保険、生産物賠償責任保険、介護サー
ビス事業者賠償責任保険、個人情報漏えい保険およびこれらに付帯する
特約条項の概要をご紹介したものです。施設賠償責任保険、生産物賠償
責任保険、介護サービス事業者賠償責任保険、個人情報漏えい保険に関
するすべての事項を記載しているものではありません。詳細につきまし
ては、保険会社よりご契約者である団体の代表者にお渡ししてあります
保険約款および付帯される特約条項をご確認ください。保険約款等内
容の確認をご希望される場合には、団体までご請求ください。また、保険
金のお支払条件・ご契約手続き、その他、ご不明な点がありましたら、ご
遠慮なく代理店または保険会社までお問い合わせください。
　この保険は一般社団法人 高齢者住宅協会を保険契約者とし同協会の
サービス付き高齢者向け住宅運営事業者部会会員を記名被保険者とする
施設賠償責任保険、生産物賠償責任保険、介護サービス事業者賠償責任
保険、個人情報漏えい保険の団体契約です。保険証券を請求する権利、保
険契約を解約する権利等は一般社団法人 高齢者住宅協会が有します。
　なお、パンフレットにはご契約上の大切なことがらが記載されています
ので、ご一読の上、加入者証とともに保険期間の終了時まで保管してご
利用ください。ご加入を申し込まれる方と被保険者が異なる場合は、こ
のパンフレットの内容を被保険者にご説明いただきますようお願い申し
上げます。

＜示談交渉サービスは行いません（集団扱火災保険+個人
賠償責任補償特約（包括契約用）以外）＞
この保険には、保険会社が被保険者に代わって被害者の方との示談交
渉を行う「示談交渉サービス」はございません。事故が発生した場合
には、保険会社の担当部署からの助言に基づき、被保険者ご自身に被
害者との示談交渉を進めていただくことになりますので、あらかじめご
承知置きください。
なお、保険会社の承認を得ないで被保険者側で示談締結をされた場合
には、示談金額の全部または一部を保険金としてお支払いできない場
合がございますのでご注意ください。

＜保険金請求の際のご注意＞
責任保険において、被保険者に対して損害賠償請求権を有する保険事
故の被害者は、被保険者が引受保険会社に対して有する保険金請求権

（費用保険金に関するものを除きます。）について、先取特権を有しま
す（保険法第22条第１項）。「先取特権」とは、被害者が保険金給付か
ら他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利をいいます。
被保険者は、被害者に弁済をした金額または被害者の承諾を得た金額
の限度においてのみ、引受保険会社に対して保険金を請求することが
出来ます（保険法第22条第２項）。このため、引受保険会社が保険金
をお支払いできるのは、費用保険金を除き、次の①から③までの場合
に限られますので、ご了解ください。
①被保険者が被害者に対してすでに損害賠償としての弁済を行ってい
る場合
②被害者が被保険者への保険金支払を承諾していることを確認できる場合
③被保険者の指図に基づき、引受保険会社から被害者に対して直接、
保険金を支払う場合

＜告知義務＞
加入依頼書等に★または☆が付された事項は、ご加入に関する重要
な事項(告知事項)です。ご加入時に告知事項について正確にお答え
いただく義務があります。お答えいただいた内容が事実と異なる場
合や告知事項について事実を記載しない場合は、ご契約を解除し、保
険金をお支払いできないことがあります。
＊代理店には、告知受領権があります。

＜通知義務＞
■サービス付き高齢者向け住宅賠償責任保険（施設賠償責任保険）、
生産物賠償責任保険、個人情報漏えい保険
ご加入後に加入依頼書等に☆が付された事項(通知事項)に内容の変
更が生じた場合は、遅滞なくご加入の代理店または保険会社にご連
絡いただく義務があります。ご連絡がない場合は、ご契約を解除し、
保険金をお支払いできないことがあります。

■介護サービス事業者賠償責任保険
ご加入後に加入依頼依頼書等に☆が付された事項（通知事項）に内
容の変更が生じることが判明した場合は、すみやかにご加入の代理
店または保険会社にご連絡いただく義務があります。ご連絡がない
場合は、保険金をお支払いできないことがあります。また、変更の内
容によってご契約を解除することがあります。

通知義務の対象ではありませんが、ご加入者の住所等を変更した場合
にもご加入の代理店または保険会社にご連絡ください。

＜重大事由による解除について＞
　以下に該当する事由がある場合には、引受保険会社はご加入を解除
することができます。この場合には、全部または一部の保険金をお支払
いできないことがありますので、ご注意ください。
○ご契約者、被保険者等が引受保険会社にこの保険契約に基づく保険
金を支払わせることを目的として損害等を生じさせた場合
○ご契約者、被保険者等が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該
当すると認められた場合
○この保険契約に基づく保険金の請求に関し、被保険者等に詐欺の行
為があった場合

等

＜他の保険契約等がある場合＞
この保険契約と重複する保険契約や共済契約が他にある場合は、次の
とおり保険金をお支払いします。
○他の保険契約等で保険金や共済金が支払われていない場合：
他の保険契約等とは関係なく、この保険契約のご加入内容に基づき
保険金をお支払します。
○他の保険契約等で保険金や共済金が支払われている場合：
損害額から既に他の保険契約等で支払われた保険金や共済金を差し
引いた残額に対し、この保険契約のご加入内容に基づき保険金をお支
払いします。

ご加入の際のご注意

ご注意いただきたいこと

または

本店損害サービス第一部　火災新種損害サービス室へＦＡＸ （ＦＡＸ：０３－３５１５－７５０４） ＜代理店情報欄＞を記入〈代理店使用欄〉 

株式会社 東京海上日動パートナーズTOKIO新宿支社　行

FAX:03-3375-8470
行

FAX:

＜代理店情報欄＞
代理店名

営・代コード

担当者名

電話番号─

契約者名 一般社団法人 高齢者住宅協会 公務1部1課（1319）主管店

一般社団法人 日本損害保険協会 そんぽADRセンター（指定紛争解決機関）
東京海上日動火災保険（株）は、保険業法に基づく金融庁長官の指定
を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人日本損害保険協会と
手続実施基本契約を締結しています。
東京海上日動火災保険（株）との間で問題を解決できない場合には、
同協会に解決の申し立てを行うことができます。

IP電話からは03-4332-5241をご利用ください。
受付時間：  平日  午前９時１５分～午後５時
（土・日・祝日・年末年始はお休みとさせていただきます。）詳しくは、同協会のホームページをご確認ください。（https://www.sonpo.or.jp/）

基本補償
（サービス付高齢者向け
住宅賠償責任保険）

生産物賠償
責任保険

介護サービス事業者
賠償責任保険 個人情報漏えい保険

0570-022808〈通話料有料〉
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一般社団法人 高齢者住宅協会  事務局
〒101-0054 東京都千代田区神田錦町1-21-1 ヒューリック神田橋ビル4階

TEL: 03-6689-7917（午前9:30～午後５:３０ 土日祝日除く）
　FAX: 03-6867-8536

＜制度に関するお問い合わせ先＞

株式会社 東京海上日動パートナーズTOKIO新宿支社
〒151-8560 東京都渋谷区代々木2-11-15 新宿東京海上日動ビル

TEL: 03-5333-1431　FAX: 03-3375-8470

＜取扱幹事代理店・保険料収納業務＞

東京海上日動火災保険株式会社
（担当課） 公務第一部公務第一課

〒102-8014 東京都千代田区三番町6-4
TEL: 03-3515-4122　FAX: 03-3515-4123

＜引受保険会社＞

一般社団法人 高齢者住宅協会　会員の皆様へ

［一般社団法人 高齢者住宅協会専用］

サービス付き高齢者向け住宅
賠償責任保険のご案内

※本保険は（株）東京海上日動パートナーズTOKIO新宿支社を幹事代理店、全国の募集代理店を非幹事代
理店とする、代理店間分担契約となっております。

＜取扱募集代理店・保険に関するお問い合わせ先＞

2021年5月作成　21-T00723

2021年7月1日午後4時～
　　　　　2022年7月1日午後4時

2021年6月18日（金）

各月1日補償開始日（中途加入日）の午前0時～
　　　　　2022年7月1日午後4時
※加入依頼書提出・保険料送金締切日：補償開始日（中途加入日）の前月20日

保 険 期 間

申込み・送金締切

中 途 加 入

一般社団法人 高齢者住宅協会団体保険契約者

一般社団法人 高齢者住宅協会の会員であること団体保険加入要件

株式会社 東京海上日動パートナーズTOKIO新宿支社取扱幹事代理店

東京海上日動火災保険株式会社引 受 保 険 会 社

運営事業者の賠償責任リスク

※サービス付き高齢者向け住宅運営事業者部会会員であること


